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ＪＣＳＳ 重力加速度値の使用に関する技術指針 
 

序文 

 JCSS 登録事業者（以下、事業者）が実施する校正において、重力加速度値が不確かさの主要な

要因である場合、事業者は本指針を参考にして重力加速度値を評価、使用する。 
本指針の使用者は校正実施場所における重力加速度値の基準となる地点(これを「校正実施場

所の重力基点」と呼ぶ)を設定することが求められる。重力加速度値はこの重力基点に対して推定

または測定される。 
 

１．適用範囲 

一般的な重力加速度値の評価方法として補間推定、相対測定及び絶対測定がある。この技術指

針では、補間推定と相対測定に関してその実現方法を概説する。絶対測定はこの技術指針の対象

とはしない。また、この技術指針は事業者が必要とする重力加速度値の相対拡張不確かさとして、

10-6～10-4 程度を対象とする。 
 

1.1 使用者の責任 

本指針を用いて評価した重力加速度値の使用に関わる責任は使用者にあるものとする。そのた

めに事業者は次の要件を満たすことが求められる。 
①校正実施場所の重力基点の設定 
②上記、校正実施場所の重力基点とその使用に起因する不確かさの評価 
③恒久的施設の場合は、重力基点の管理 

1.2 校正実施場所の重力基点の要件 
校正実施場所の重力基点は重力加速度値や位置情報に関する検証を可能とするため以下の条

件を満たす恒久的な場所であること。 
①校正実施場所の重力基点は、安定な地盤上に設置され、相対測定が可能な 30 cm 四方以上

のスペースを有する堅牢な水平面であり、十分な耐荷重強度を備えていること。 
②校正実施場所の重力基点の位置情報である緯度・経度・標高(地表の標高＋地表からの高さ)

が必要な不確かさで求められていること。 
③校正実施場所の重力基点の振動は、必要とする範囲で重力加速度値に影響を及ぼさないこと。 
④校正実施場所の重力基点の環境は充分良好であり、風、塵埃(じんあい)、有害な雰囲気等が

あれば適切な方法により防護措置を講じること。 

1.3 重力加速度値の評価と管理 
重力加速度値の評価と不確かさの推定内容が適切に文書化されていることが望ましい。得られ

た重力加速度を使用するに当たっては、時間や環境変化に起因する影響も考慮しなければならな

い。また、校正の実施場所がこの重力基点と異なる場合は、必要に応じ、これを別の重力適用点と

してその重力加速度値を評価しなければならない。 
 

２．関連文書 
JCSS 重力加速度値の使用に関する不確かさガイド(JCG23002) 
 

３．用語 

本指針では次の用語を定義し、使用する。 
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(1)重力加速度 

地球上の任意の静止点において地球の質量による引力と地球の自転による遠心力との合力(F)
によって生ずる加速度(g)。物体の質量を m とすると F=m･g である。実際の重力加速度は、月と太

陽からの引力による周期的現象(地球潮汐、海洋潮汐)と大気の変化による現象(大気引力と大気

荷重)を受けて変動している。 
(2)標準重力加速度 

地上における基準値として定めた重力加速度値で 1901 年の国際度量衡総会において 9.80665 
m/s2 と定められた。 

(3)重力加速度値 

特定の地点における重力加速度の大きさ。 
(4)校正実施場所の重力基点 

重力加速度値を用いる事業者がその校正実施場所で設置を求められる基点となる場所のこと。

本指針ではこの校正実施場所の重力基点における重力加速度値を推定もしくは測定する方法、ま

た得られた値の使用についての指針を示す。本指針の中では簡単に重力基点と呼ぶ。 

(5)ガル(Gal) 
測地学及び地球物理学において重力加速度を表わすために使う単位。国際単位系(SI)との関係

は次のとおりである。 
1 Gal＝1 cm/ s2＝10-2 m/ s2、1 mGal＝10-5 m/ s2、標準重力加速度は 980.665 Gal である。 

(6)地球潮汐 

月と太陽からの引力とそれによる固体地球の変形による現象。重力加速度の変化量は最大で

0.2 mGal 程度であり、その周期は半日、１日、半月などである。 

(7)海洋潮汐 

月と太陽からの引力に起因した海水の移動による現象。重力加速度の変化量は、沿岸地域を除

くと、最大で 0.01 mGal 程度であり、その周期は半日、１日、半月などである。 

(8)大気引力と大気荷重 

大気の質量による引力と大気の荷重によって生じる地球の変形による現象。重力加速度の変化

量の大きさは、大気圧と標準大気圧の差に、係数(3×10-4 mGal/hPa)を掛けて推定できる。 
(9)絶対測定 

高い信頼性で測定できる長さと時間を基にして重力加速度値を決定する方法である。自由落体

の落下加速度や振子の振れ周期などの精密測定によって重力加速度を得るものであるが、真空中

での落下加速度をレーザ干渉計と原子時計で精密に測定する方法(落体法)が現在もっとも小さな

不確かさで重力加速度値を得られる。 
(10)相対測定 

既に重力加速度値が求められている地点との重力加速度値の比較により任意の地点の重力加

速度値を決定する方法である。測定にラコスト重力計などの相対重力計を用い、一般に両地点の

間を行き来して複数回測定し、結果の信頼性を確保する。 

(11)補間推定 

正規重力式を基にして対象地点の位置情報や重力情報を用いて重力加速度値を算定する方法

である。高さ補正(フリーエア補正)と重力異常(ブーゲー異常)に対する補正などを加えることで精度

が上がる。対象地点の近くに重力点がある場合、地質的特性が共通であることを前提として、対象

地点の重力加速度値を精度良く推定することもできる。その場合は一般に対象地点を囲む複数地

点の重力加速度値を基にして対象地点の異常補正値を推定し、更に標高と地表からの高さを補正
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して重力加速度値を算定する。 
(参考)国土地理院の重力加速度値推定サービスでは、地質的特性が一様であること、対象地点及びこれを 

囲む３つの重力点周辺を前提として、対象地点を囲む３つの重力点から対象地点の重力異常(ブーゲー 
異常)を推定し、正規重力加速度値に補正を加えている。 

(12)重力点 

国土交通省国土地理院(以下「国土地理院」とする。)が重力測定を実施して重力加速度値が決

められ、測量標識が設置されている地点。重力点には、絶対重力測定により重力加速度値を決定

した「基準重力点」や、基準重力点から相対測定を実施して重力加速度値を決定した「一等重力点」

がある。その他、相対測定により重力加速度値を決定した「三角点」、「水準点」、「電子基準点付属

金属標」などが重力点としてある。 

(13)三角点 

測量によって測地経緯度及び標高の値が決められた地点であり、地上等に埋設された測量標識

で示される。 

(14)水準点 

水準測量によって標高が決められた地点であり、地上等に埋設された測量標で示される。 

(15)電子基準点付属標 

国土地理院が全国に設置した地点であり、電子基準点の基礎部に埋設してある金属標で示され

る。この付属標は、測地経緯度及び標高の値をもっていて、測量に利用できるようになっている。 

(16)日本重力基準網（JGSN） 

国土地理院が構築した全国をカバーする重力の基準網のことで、JGSN75、JGSN96 及び

JGSN2016 がある。詳細は参考文献(2)を参照。 
(17)重力測定点 

国土地理院以外の機関が設置した重力加速度値をもつ地点。 

(18)重力適用点 

事業者等がその作業を行い、重力加速度値を適用する地点。 
(19)ブーゲー異常 

測定重力加速度値にブーゲー補正、地形補正、フリーエア補正などの重力補正を施した後の重

力加速度値と正規重力加速度値との差をいう。 これはジオイド上方に存在する物質をすべて除去

したときのジオイド上の重力加速度値の異常を表す値で、地下の物質分布の異常に対応する。 

(20)ブーゲー補正 

測定点とジオイド間の物質の重力加速度への影響を取り除く補正のこと。 

(21)地形補正 

地形の起伏の重力加速度への影響をなくして平坦な地表面と仮定する補正のこと。 

(22)フリーエア補正 

測定点のジオイドからの高さ(標高)の重力加速度への影響を取り除く補正のこと。 

(23)ジオイド 

平均海面を陸地にまで延長したと仮定し、全地球を覆う仮想的海面のこと。標高の基準面(標高

0 m の水準面)。 
(24)相対重力計 

２点間の重力加速度差を測定する器械。近年の相対重力計は、そのセンサー部が「ばね－錘系」

からなるスプリング式重力計が主流となっている。ラコスト重力計などがある。 

(25)重力鉛直勾配 
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重力加速度値の鉛直線に沿った勾配。単位は mGal/m などで表わす。 

(26)重力鉛直勾配異常 

実際の重力鉛直勾配の正規重力場の鉛直勾配からのずれ。 

(27)スケール定数 

相対重力計のばね定数に相当する各相対重力計に固有の定数。 
 
４．既知の重力加速度値に関する注意事項 

4.1 基準となる重力加速度値や既知の重力加速度値を知りたい場合には、国土地理院の日本重

力基準網を構成している重力点を利用することができる。日本重力基準網の詳細については参

考文献(2)を参照のこと。 

4.2 重力点の重力加速度値は、国土地理院のホームページ等から得ることができる。 

4.3 重力点を使用する場合は、重力加速度測定当時とは状況が異なる場合(亡失、移転、再設、改

埋、廃点等)がある。そのときは重力点を相対測定の基準として使用できない。よって、相対測定

時には、国土地理院から重力点の最新の情報を得ること。 

4.4 重力基点の上下に大きな質量変化(地下室の設置、増築した等)がないか注意すること。 

(参考)重力基点の直下か直上 2 m に 600 t の質量変化があった場合、およそ 10-6(1 mGal)の
重力変化が生じる。 

4.5 日常的な地殻変動により重力加速度値が大きく変化することは考えにくいが、地震や火山噴火

により大規模な地殻変動が生じた場合には、関係機関の発表する情報に注意すること。 
4.6 校正において使用する重力加速度値は、その作業を行う場所(重力適用点)の値でなければな

らないが、その重力適用点と重力基点が離れている場合、特に高さが異なる場合は、その補正

の大きさに応じて不確かさを評価する必要がある。 
4.7 時間また環境の変化によって重力加速度は影響を受ける。一般に潮汐力(地球潮汐、海洋潮

汐)、大気の引力や地盤振動の影響が考えられるが、必要な不確かさに応じて評価する必要が

ある。 
 

（注） 重力加速度値に対する要求が本項に記載した種々の影響に比べて厳しくない場合は、上記のような補

正に伴う作業を省くために、予め可能性のある全ての重力適用点での重力加速度値を評価し、これらを全

て含むより大きな不確かさを持った代表的な重力加速度値を用いることもあり得る。 

 

５．補間推定による重力加速度値の推定 

任意の地点(地表)の重力加速度値を推定する場合は、国土地理院ホームページの重力加速度

値推定計算サービスを利用することができる。本指針においては任意地点として、校正実施場所の

重力基点を想定している。 
5.1 国土地理院ホームページの重力加速度値推定計算サービスで推定される重力加速度値には、

地形補正の省略やブーゲー異常の推定に起因する偏差が含まれる。実際の偏差は重力基点の

重力特性情報の確度によって決まるが、特別の評価を行わない場合は、一般に 2×10-6～3×

10-6(2 mGal～3 mGal)程度以内であると考えられる。ただし、以下のような場合は、偏差が大き

くなる(1×10-5～3×10-5(10 mGal～30 mGal))可能性があるので注意が必要である。 
①重力基点、または、計算に使用した重力点の周辺の地形の起伏が大きい。 

(参考)高度角(俯角)が約 5°以上、勾配にして約 9 ％以上。 
②推定のために参照した重力点が重力基点(地表)から遠く、重力異常の勾配が大きい。 
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③重力異常図から読み取った、推定のために参照した３点の重力点のブーゲー異常値の(加重)
平均と重力加速度値を知りたい点のブーゲー異常値が大きく異なる場合。 

5.2 重力基点の標高は、目的とする重力加速度値の不確かさに応じた値を用いること。 
(参考)10-6(1 mGal)の重力差に相当する標高差は約±3 m である。次の各図の標高の精度は以下のとお 

りである。 
・2 万 5 千分 1 地形図の等高線：±5 m 
・基盤地図情報：都市計画区域内±0.5 m、都市計画区域外±2.5 m 
・都市計画図：地方公共団体の規定による。 

5.3 重力基点が地表ではなく、建造物の中などにある場合は、重力加速度値推定計算サービスで

推定された重力加速度値(地表での値)に地表からの高さに起因する重力勾配を補正すること。

その際には、正規重力場の鉛直勾配を利用すること。 
5.4 補間推定により重力加速度値を求める場合、次の不確かさ要因が考えられる。 

①基準重力点の重力加速度値の不確かさ 
②地質学的な重力特性の均一度に伴う不確かさ(異常値の幅など) 
③標高と地表からの高さの不確かさ 
④近辺にある重量物体の影響 
⑤計算の不確かさ 

  不確かさを考慮した推定事例及び正規重力場の鉛直勾配を利用した事例は「JCSS 重力加速

度値の使用に関する不確かさガイド」(注)を参照のこと。 
  (注)不確かさガイドの適用対象としては、校正事業に限らずより一般の利用を想定しているため、「重力基点」

の表記を避け「重力加速度値を知りたい点」を用いている。 

 
６．相対測定による重力加速度値の推定 

本項では、重力加速度の使用者が外部測定者に 10-6(1 mGal)より少ない不確かさで相対測定

を依頼する際の注意事項等を示す。 
(参考)地表からの高さが 1 m 違えば、約 3ｘ10-7(0.3 mGal)変動する。 
(注)相対重力計としては、例えば、ラコスト重力計、シントレックス重力計などがある。外部測定者が使用す

る相対重力計は、点検された一定の性能(分解能と精度)をもつ必要がある。 
6.1 重力基点の指定 

重力加速度の使用者は 1.2 項で規定する重力基点を設定し、これを外部測定者に示さなけれ

ばならない。この重力基点に付随する重力適用点はその近傍になければならない。 

6.2 外部測定者に対する依頼事項 

(1) 基準となる重力点の選定 

重力測定を依頼する際、重力基点に要求される精度(不確かさ)を指定すること。基準となる重

力点は、国土地理院が設定している日本重力基準網に登録されている重力点の中から重力基

点の最寄りのものを選定すること。 
重力点において相対測定を行なう際は、土地所有者及び管理者へ事前に連絡の上、許可を

得てから作業を行なうこと。 
 (2) 使用する相対重力計 

使用する相対重力計は、国土地理院が設定している日本重力基準網など、精度が確認されて

いる重力計検定線を利用して、基準となる重力点と重力基点との重力加速度差に応じた十分な

精度(10-3 のオーダーよりも良い精度)で「相対重力計のスケール定数」が点検されていること。 
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相対重力計に異状があった場合や相対重力計の修理後等には、スケール定数を再確認して

いるものを使用すること。 
 (3) 相対測定 

測定方法は、往復測定を原則とする。各測定点での測定値には潮汐補正、器械高補正、ドリフト

補正を施すこと。 
(注)往復測定は、相対重力計のドリフト量を適切に見積もることができる方法とする。例えば、往復測定は

１日以内に実施し、各測定点では往路・復路とも 2 回以上測定する。なお、測定点は重力基点のほか、

重力測定が正しく実施されたか否かを確認するため、基準となる重力点を２点以上選定することが望ま

しい。 
 (4) 測定結果(有効桁、単位) 

重力加速度値の測定結果は 10-6(1 mGal)の桁が保証できる必要がある。そのためには、10-7 
 (0.1 mGal)の桁まで測定することが必要である。 
6.3 重力適用点の重力加速度値の推定方法 

重力加速度値が与えられている地点から重力適用点の重力加速度値を推定する際には、正規

重力場の鉛直勾配を利用すること。 
重力基点と重力適用点との重力差 g [mGal]は、両者の標高差を m として、

 g[mGal] = β [mGal/m] × m  
から推定することができる。ここで、βは地表付近の正規重力場の鉛直勾配であり、通常、 
β=0.3086 mGal/m が使用される。重力鉛直勾配異常は通常 10 %程度以内であるので、この要因

による重力加速度値の相対不確かさを 10-6 よりも少なくおさえるためには、 は 30 m 程度以内で

ある必要がある。重力水平勾配は考慮しなくても実用上問題はない。 
 

6.4 相対測定における不確かさ要因 

相対測定による重力加速度値を推定する場合、次の不確かさ要因が考えられる。 

①基準重力点の重力加速度値の不確かさ 
②基準重力点における測定に付随する不確かさ要因(地点の変動、重力加速度値の変動、相

対重力計の変動) 
③対象地点における測定に付随する不確かさ要因(地点の変動、重力加速度値の変動、相対

重力計の変動) 
④相対重力計の移動に伴う不確かさ 
⑤対象地点と使用地点との差に付随する不確かさ(場所の差、状況の差、時間の差) 

不確かさを考慮した推定事例は「JCSS 重力加速度値の使用に関する不確かさガイド」注)を参照の

こと。 
(注)不確かさガイドの適用対象としては、校正事業に限らずより一般の利用を想定しているため、「重力基

点」の表記を避け「重力加速度値を知りたい点」を用いている。 
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JCSS 重力加速度値の使用に関する技術指針(第 2 版) 改正のポイント 

 

・日本重力基準網の情報のアップデート（JGSN96、JGSN2016 の追加）。 

・重力データベースの更新。 

・その他、字句の修正。 

 

主な変更箇所には下線を付しています。 


